
 

第６章 用  地 
 

１ 用地行政の基本方針 

 

（１）円滑な用地取得の推進 

近年の公共事業を取り巻く状況は、災害の激甚化・頻発化に伴い、復旧をはじめとする

整備の迅速化、多様化のニーズが増大しており、用地関係業務についても、その重要性は

変わらず、災害に備えた対応などが更に求められている。一方、情報公開、個人情報の保

護、説明責任など、地権者に対する的確な対応が求められるとともに、少子高齢化の進展

に伴う相続件数の増加や土地への意識の変化等により、所有者不明の土地や建物の増加が

見込まれることから、用地取得業務はこれまで以上に困難になっていくものと予想され

る。このため、次により計画期間内での円滑な用地取得の推進に努める。 

①適正で計画的かつ効率的な用地取得業務の推進 

（ⅰ）事業担当課との緊密な連携のもと、事業進捗・見通し等について早期に調整し、計

画的かつ効率的な用地取得業務の推進を図る。なお、用地取得難航案件については、

土地収用制度の活用について事業担当課と協議を行う。 

（ⅱ）各種研修や意見交換の機会を充実させ、用地担当職員のスキルアップを図り、適正

な補償と業務執行体制の強化に努めるとともに、更なる外部委託を検討し、業務の効

率化を図る。 

（ⅲ）山形県用地対策連絡協議会事務局として公共事業用地取得に係る適切な損失補償基

準の運用指導を行うとともに、東北地区用地対策連絡会の会員として関係諸機関と相

互に連携し、円滑な用地取得に努める。 

② 県土地開発公社と諸制度の活用 

（ⅰ）専門的な知識と経験を有する県土地開発公社に、補償金算定や用地交渉などの用地

取得業務の一部を委託し、円滑な用地取得を図る。 

（ⅱ）国土交通省からの依頼を受け、事業促進を図るため用地国債による用地の先行取得

を行う。具体的には土地開発基金を活用した用地先行取得とし、その業務の一部を土

地開発公社に委託する。 

（ⅲ）円滑な用地取得に向け、県土地開発公社を活用して「公有地の拡大の推進に関する

法律」による代替地取得を推進する。 

 

（２）廃川廃道の処分促進及び国有財産の適正管理指導 

①廃川廃道敷地の処分の促進 

公共事業の施行に伴い生じた廃川廃道敷地については、国から譲与を受け、「廃川廃

道等敷地売払実施計画」に基づき、公共事業の用地提供者等に売り払うなど早期処分に

努め、独自財源の確保と土地の有効活用を図る。 

②国有財産（法定外公共物）の適正な管理事務への助言 

機能を有する里道・水路等の法定外公共物は、地方分権一括法の施行に伴い、市町村

が譲与を受け、財産管理・機能管理を行っており、県は市町村の財産管理等の事務の適

正化のための助言を行う。 
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２ 用地取得実績 

 

過去５年間の土木公共及び単独事業に係る用地取得実績は、次の表及び図のとおり推移

している。 

平成 29 年度から、現年の用地取得実績に加え、「先行取得」として東北地方整備局から

委託を受け、山形県土地開発基金を活用して国土交通省事業の用地取得を行っている。令

和８年度は、一般国道 47 号戸沢立川道路及び一般国道 112 号山形中山道路について先行取

得を行う予定である。 

 

表 用地取得実績の推移 
項目 

 

年度 

現 年 先行取得 計 

取得面積 用地補償費 取得面積 用地補償費 取得面積 用地補償費 

 ㎡ 千円 ㎡ 千円 ㎡ 千円 

R 2 228,924 4,178,128 98,770 169,419 327,694 4,347,547 

R 3 308,161 4,097,359 74,031 106,318 382,192 4,203,677 

R 4 233,833 4,365,525 146,556 611,133 380,389 4,976,658 

R 5 282,712 4,070,875 103,725 560,904 386,437 4,631,779 

R 6 185,130 3,199,991 119,594 815,836 304,724 4,015,827 

      

 

 

R 2年度 R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度

面積 328 382 380 386 305
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図 用地取得実績の推移（面積） 単位：千㎡

面積
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３ 山形県土地開発公社 

 

山形県土地開発公社は、公共用地等の取得・管理・処分等を行うことにより、地域の秩

序ある整備と県民福祉の増進に寄与することを目的としており、県及び国土交通省等の公

共事業用地の先行取得事業、公共事業用地の取得業務の受託事業等を行っている。 

 

（１）組織概要 

  設  立 昭和 48 年３月 31 日     基本財産  3,000 万円 

   理事長     常務理事       総務課 

      理  事     業務課 

監  事       支  所 

                  (山形・寒河江・村山・新庄・米沢・長井・庄内) 

（２）常勤役職員数 

 (令和８年４月１日現在) 

区分 
役

員 

本  社 支    社 
合計 

総務課 業務課 計 山形 寒河江 村山 新庄 米沢 長井 庄内 計 

役員 3            3 

職員  2 2 4 5 2 2 1 1 1 3 15 19 

派遣             0 

嘱託  1  1 1 1 1 1 2 1 2 9 10 

計 3 3 2 5 6 3 3 2 3 2 5 24 32 

R 2年度 R 3年度 R 4年度 R 5年度 R 6年度

補償費 3,521 3,383 3,828 3,840 3,411

用地費 826 820 1,148 791 604
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図 用地取得実績の推移（金額） 単位：百万円
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用地費
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（３）令和７年度事業実績 

 ①公有用地取得事業 

事  業  名 取得面積(㎡) 取得額(千円) 

公有用地取得事業 0 0 

代行用地取得事業 0 0 

代替地取得事業 546 13,102 

計 546 13,102 

(注)公有用地 公社が所有権を取得した土地 

       代行用地 公社が地方公共団体等に所有権を取得させた土地 

 

 ②用地取得受託事業 (用地取得業務の受託) 

事 業 名 取得面積(㎡) 用地補償費(千円) 

県土整備部事業 257,544 5,703,817 

県土整備部外事業 0 0 

計 257,544 5,703,817 
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